
厳
し
い
社
会
経
済
情
勢

の
も
と
、
市
民
に
各
種
の

負
担
を
強
い
て
い
る
。
行
政
も
市

民
に
見
え
る
積
極
的
な
節
約
が
必

要
で
は
な
い
か
。

限
ら
れ
た
財
源
で
日
々

変
化
し
て
い
る
行
政
ニ
ー

ズ
に
対
応
す
る
た
め
に
効
果
的
、

効
率
的
な
行
財
政
運
営
を
展
開
し

て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
市

民
サ
ー
ビ
ス
を
低
下
さ
せ
る
こ
と

な
く
、
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
を
実
施

す
る
た
め
、
第
四
次
行
政
改
革
の

取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る
。

第
四
次
行
政
改
革
で
は
、
市
民

を
中
心
と
し
た
行
政
改
革
審
議
会

で
審
議
さ
れ
、
そ
の
提
言
に
よ
り

実
施
計
画
を
策
定
し
た
。

現
在
、
実
施
計
画
の
も
と
、
総

人
件
費
の
抑
制
に
向
け
て
、
学
校

給
食
調
理
業
務
の
民
間
委
託
の
推

進
、
保
育
所
の
公
設
民
営
化
な
ど

全
体
七
十
七
項
目
の
実
施
事
項
を

設
定
し
、
改
革
を
進
め
て
い
る
。

中
小
企
業
や
市
民
の
多

く
が
景
気
の
回
復
を
実
感

で
き
ず
、
深
刻
さ
を
増
し
て
い
る
。

市
長
は
産
業
振
興
や
地
元
企
業
の

育
成
を
重
要
課
題
と
し
て
い
る
が
、

具
体
的
、
基
本
的
な
考
え
は
。

市
民
生
活
の
安
定
や
活

力
あ
る
地
域
づ
く
り
の
た

め
に
は
、
法
人
市
民
税
の
安
定
的

な
確
保
と
と
も
に
地
域
産
業
の
振

興
を
通
し
て
の
雇
用
の
場
の
確
保

が
重
要
で
あ
る
。
こ
の
観
点
か
ら

産
業
振
興
を
重
要
な
政
策
と
位
置

付
け
、
そ
の
推
進
に
努
め
て
き
た
。

具
体
的
に
は
、
日
産
車
体
跡
地
へ

の
優
良
企
業
の
誘
致
、
マ
ル
宇
融

資
制
度
の
融
資
限
度
額
の
引
き
上

げ
、
保
証
料
の
全
額
補
給
な
ど
の

ほ
か
、
商
店
街
の
空
き
店
舗
に
対

す
る
助
成
な
ど
、
支
援
、
育
成
の

施
策
を
展
開
し
て
き
た
。
今
後
も

引
き
続
き
地
域
産
業
の
発
展
と
地

元
企
業
の
育
成
の
た
め
、
全
力
を

傾
け
た
い
。

公
立
保
育
所
の
施
設

整
備
が
お
く
れ
て
い
る
。

市
は
計
画
的
な
改
善
を
進
め
る
た

め
の
改
修
計
画
を
い
つ
策
定
す
る

予
定
か
。

本
市
の
保
育
所
の
多

く
は
、
昭
和
四
十
年
代

に
建
設
さ
れ
て
い
る
。
以
降
、
小

倉
双
葉
園
保
育
所
及
び
木
幡
保
育

所
に
つ
い
て
は
改
築
さ
れ
た
も
の

の
、
そ
の
他
の
保
育
所
に
つ
い
て

は
、
部
分
的
な
改
修
等
を
行
っ
て

き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

今
後
も
、
財
政
的
に
厳
し
い
状

況
が
あ
る
中
で
、
国
の
補
助
金
な

ど
も
活
用
し
、
関
係
課
と
協
議
し

な
が
ら
、
順
次
改
善
を
進
め
る
た

め
の
計
画
を
策
定
で
き
る
よ
う
取

り
組
む
予
定
で
あ
る
。

な
お
、
緊
急
に
改
修
が
必
要
で

あ
る
箇
所
に
つ
い
て
は
、
関
係
課

及
び
保
育
現
場
と
調
整
を
行
い
、

早
期
に
改
善
が
で
き
る
よ
う
努
め

た
い
。

平
成
十
六
年
度
の
採
用

職
員
よ
り
、
採
用
職
種
区

の
見
直
し
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な

っ
た
。
現
職
員
に
つ
い
て
は
変
更

な
し
と
の
こ
と
で
あ
る
が
、
今
後

の
見
直
し
の
予
定
は
。

人
材
配
置
の
弾
力
性
を

高
め
、
業
務
を
よ
り
効
率

的
に
遂
行
す
る
た
め
平
成
十
六
年

度
よ
り
新
し
い
職
種
区
分
に
よ
り

採
用
を
行
う
こ
と
に
な
っ
た
。
十

五
年
度
以
前
の
採
用
職
員
の
職
種

区
分
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
は

現
行
ど
お
り
と
し
て
い
る
が
、
行

政
ニ
ー
ズ
の
変
化
や
厳
し
い
社
会

経
済
情
勢
を
踏
ま
え
て
、
限
ら
れ

た
財
源
と
職
員
で
こ
れ
ら
に
迅
速

か
つ
的
確
に
対
応
す
る
た
め
、
専

門
分
野
に
と
ら
わ
れ
な
い
人
材
の

流
動
的
か
つ
柔
軟
な
活
用
が
今
後

重
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
十

五
年
度
以
前
の
採
用
職
種
区
分
の

見
直
し
に
つ
い
て
も
早
期
に
必
要

な
検
討
を
行
い
た
い
。

府
教
委
か
ら
、
平
成
十

六
年
度
か
ら
教
育
方
法
改

善
加
配
を
活
用
し
、
少
人
数
学
級

の
実
施
の
選
択
も
可
能
と
す
る
方

向
性
が
示
さ
れ
た
。
宇
治
市
教
委

と
し
て
の
考
え
は
。

従
来
の
複
数
教
師
に
よ

る
チ
ー
ム
テ
ィ
ー
チ
ン
グ

方
式
の
授
業
か
ら
少
人
数
授
業
に

切
り
替
え
、
課
題
別
、
習
熟
度
別

授
業
な
ど
も
取
り
入
れ
、
指
導
方

法
の
工
夫
改
善
に
取
り
組
ん
で
き

た
。
少
人
数
授
業
は
児
童
・
生
徒

や
保
護
者
か
ら
も
非
常
に
好
評
で

あ
り
、
興
味
関
心
や
学
習
意
欲
が

高
ま
り
、
学
力
充
実
の
面
で
も
大

き
な
成
果
を
あ
げ
て
い
る
。
今
回

新
た
に
設
置
さ
れ
た
教
育
方
法
の

工
夫
改
善
加
配
を
活
用
し
た
少
人

数
学
級
に
つ
い
て
、
平
成
十
六
年

度
か
ら
四
校
で
研
究
指
定
校
と
し

て
先
導
的
に
実
施
を
す
る
た
め
、

府
教
委
と
学
級
編
成
協
議
を
進
め

て
い
る
。

地
方
自
治
法
の
改
正
に

よ
り
指
定
管
理
者
制
度
が

導
入
さ
れ
、
公
の
施
設
の
管
理
運

営
に
株
式
会
社
や
民
間
事
業
者
も

参
入
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
市

と
し
て
い
つ
頃
実
施
す
る
の
か
。

平
成
十
五
年
九
月
二
日
、

指
定
管
理
者
制
度
が
導
入

さ
れ
今
後
三
年
以
内
に
公
の
施
設

管
理
に
関
す
る
条
例
を
改
正
す
る

必
要
が
あ
る
が
、
市
内
で
は
文
化

会
館
な
ど
五
十
八
の
施
設
が
対
象

と
な
る
。
公
の
施
設
は
、
公
共
の

利
益
の
た
め
に
多
く
の
住
民
に
対

し
均
等
に
役
務
を
提
供
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
設
置
さ
れ
、
そ
の

適
正
な
管
理
を
確
保
す
る
こ
と
が

必
要
と
考
え
る
。
今
後
、
他
市
の

情
報
収
集
に
努
め
る
と
と
も
に
、

施
設
管
理
及
び
利
用
の
実
態
を
精

査
す
る
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
角
度
か

ら
検
証
し
、
三
年
後
の
期
限
に
こ

だ
わ
ら
ず
早
急
に
検
討
を
行
っ
て

い
き
た
い
。
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平成16年度   予算審査から�平成16年度   予算審査から�

予算特別委員会審査報告�

平成16年度宇治市一般会計予算などの17議
案及び１請願は、予算特別委員会に付託され
ました。委員会は、３月10日から24日までの
うち、７日間にわたって審査を行い、17議案
を可決し請願を不採択しました。（６面の議
決結果を参照）ここでは、３月24日に行われ
た総括質疑及び定例会最終日に行われた討論
について、その一部をお知らせします。

市民に見える行政の

積極的な節約を

―答弁―市民の提言による改革を実施

問答

公立保育所の老朽化に

対する市の対応は

―答弁―順次、計画策定の予定

問答

新採用職種区分の

現職員への適用は

―答弁―流動的な人材活用

問答

指定管理者制度の

早期導入を

―答弁―実態精査の上検討

問答

産業振興、地元企業の

育成　基本的考えは

―答弁―重要施策と位置付け

問答

少人数学級実施の

方向性は

―答弁―市内四校で実施

問答

定例会最終日に討論が行われました。
民主市民ネット議員が、市が提出した全
議案に賛成、「国民健康保険料の引き下げ
などを求める請願」に反対の立場から討
論を行いました。社会議員団議員及び無
所属議員が「平成１６年度宇治市一般会
計予算」に対し、賛成討論を行いました。
日本共産党宇治市会議員団議員は、「平
成１６年度宇治市一般会計予算」、「宇治
市国民健康保険事業特別会計予算」ほか1
議案について反対討論を、「国民健康保険
料の引き下げなどを求める請願」に賛成
討論を行いました。

（民主市民ネット議員）
平成１６年度予算は、都市基盤整備をは

じめ、少子高齢化対策、産業基盤の確立な
ど、きめ細かく施策のバランスに十分配慮
され、長年取り組まれた継続事業も完了し、
市民が利便性を実感できる事業と将来のま
ちづくりに向けた事業と、メリハリのある
事業が盛り込まれた。市民ニーズに応え、
将来に希望をいだかせる、久保田市長の２
期目の仕上げにふさわしい予算であると高
く評価する。「ふるさと宇治」のさらなる
発展に向け今後も意欲的に取り組まれるこ
とを切望して、全議案に賛成する。
（社会議員団議員）
同和事業が終結したが、今なお差別が

あり、今後その解消に向け鋭意取り組む
のは当然である。しかし、隣保館建て替
え事業や地域補習学級運営など地域だけ
の事業は、市長の言うバランスに欠くも
のであり、市民が主役のまちづくりとは
言いがいことを申し述べ、一般会計予算
に賛成するものである。

賛　　成

（日本共産党宇治市会議員団議員）
不況で市民の生活が大変な中、国民健康

保険料の大幅値上げを強行するなど、市民
のくらしと営業への支援がきわめて不十分
であり、教育においても、子育てを支援す
べきなのに６年連続で教育費の予算に占め
る割合を減らし、老朽校舎の補修や大規模
改修も進まない。福祉の面でも、介護保険
利用料の減免制度は、近隣市町村でも導入
しているのに実施されていない。特別養護
老人ホームへの入居待機者に見合う施設の
建設計画も立てられていない。
入札結果が談合情報と一致しても契約を

進め、真相解明もしようとせず民主的なル
ールに沿った市政の運営がおろそかにされ
ている。

反　　対

▲宇治保育所


